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１ 平成26 年度決算の概要 ――――――――――――――――――――――――――― 

 

 
 

○決算規模 

平成26 年度は、「滋賀県行財政改革方針」の最終年度として、財政健全化に向けた取り組みを着実に進め

る一方、給与カットの終了や、平成25 年の台風18 号による被害への対応のための災害復旧事業などにも

取り組んだことから、決算規模は、歳入・歳出とも2 年連続で増加し、平成25 年度に引き続き５千億円台

となりました。 

 

○歳入決算額 

県税は、円安が持続している中で輸出関連企業を中心に企業収益の改善が進んだことなどにより法人二税

が増収となったことなどから、総額で前年度に比べて増加しました。 

国庫支出金は地域の元気臨時交付金、地域自主戦略交付金などの減少により、臨時財政対策債は全国の発

行総額の減少により、それぞれ減少した一方で、地方消費税清算金、地方譲与税、地方交付税が増加したこ

となどにより、歳入決算額は、前年度に比べ５億 1,054 万９千円増加し、5,155 億 8,800 万２千円とな

りました。 

 

○歳出決算額 

「滋賀県行財政改革方針」に基づき、財政健全化に努める一方、給与カットの終了に伴う職員給与費の増

加や社会保障関係費の増加、平成25 年の台風18 号による被害への対応のための災害復旧事業などにより、

歳出決算額は、前年度に比べ 18 億3,360 万２千円増加し、5,111 億1,104 万２千円となりました。 

 

一般会計決算の概要 

Ⅰ 一般会計および特別会計の状況 
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 （１） 決算収支の状況 

 

歳入決算額と歳出決算額の差引額である形式収支は、44 億7,696 万円ですが、このうち翌年度に繰越し

た事業に充てる財源（翌年度へ繰越すべき財源）を差し引いた実質収支額は、8 億731 万8 千円のプラス

となっています。 

また、前年度の実質収支額と比べると 7.5％の減となり、平成 26 年度単年度の収支額は、6,545 万 8

千円のマイナスとなっています。 

なお、財政調整基金の積立額および取崩額、地方債の繰上償還額を反映させた実質単年度収支額では、8

億432 万3 千円のプラスとなっています。 
   

●平成 26 年度一般会計決算                           (単位：千円・％) 

 

区      分 
平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 

決 算 額 対前年度比率 決 算 額 対前年度比率 

歳 入 総 額 A 515,588,002 100.1 515,077,453 105.2 

歳 出 総 額 Ｂ 511,111,042 100.4 509,277,440 105.1 

歳 入 歳 出 差 引 額 (A－B) Ｃ 4,476,960 77.2 5,800,013 117.0 

翌年度へ繰越すべき財源 Ｄ 3,669,642 74.5 4,927,237 122.6 

(内訳) 繰 越 明 許 費  3,669,127 78.3 4,688,042 117.3 

 事 故 繰 越  515 0.2 239,195 987.7 

 支 払 繰 延  － － － － 

実 質 収 支 額 (C－D) E 807,318 92.5 872,776 93.0 

単年度収支額(E－前年度のE)   F △    65,458   △     66,124  

財 政 調 整 基 金 積 立 額 G 869,781 24.3 3,579,725 76.2 

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 H     －     －     －     － 

地 方 債 繰 上 償 還 額 Ｉ － － － － 

実質単年度収支額(F＋G－H＋Ｉ)  804,323  3,513,601  

前年度実

質収支額

873

(前年度E) 

歳出 511,111 (B) 歳入 515,588 (A)

翌年度への繰越事業

に充てる財源 (D) 
3,670

形式収支 (C)

4,477

実質収支 (E)

807
財政調整基金

積立額 (G)    

870

【平成26年度収支の状況】

（単位：百万円）

○単年度収支額(F) ＝ E－前年度E ＝ △66

○実質単年度収支額

＝F+G-財政調整基金取崩額（Ｈ）+I＝804
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 収支状況の推移を見ると、これまで「財政構造改革プログラム」等に基づき、歳出の削減に取り組んできたこ

とに加え、財源不足に対し、県債の発行や基金の取り崩しで対応してきたことから、実質収支額はプラスを確保

できています。なお、平成26 年度は、6 年連続で実質単年度収支がプラスとなりましたが、これは、後年度の

財政運営や当面する課題への対応に備え、財政調整基金への積立を行ったことなどによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 プライマリーバランス※は、平成２年度以降、平成 12 年度を除き、マイナスの状態が続いていました。その

後、平成14 年度に「財政構造改革プログラム」を策定し、投資的経費の抑制等の取り組みを進めた結果、県債

の発行額が減少し、平成16 年度決算からプラスに転換しました。 

平成20 年度以降は、経済情勢の悪化による県税収入の減少を県債の発行で対応したことや地方交付税の振替

措置として国に代わって県が借金している臨時財政対策債の増加などにより、再びマイナスに転じましたが、平

成23 年度は臨時財政対策債の発行が減少したことによりプラスとなり、その後もプラスを維持しています。 

 なお、プライマリーバランスがプラスであれば、県債の元利償還金を除くすべての歳出が、県債以外の歳入で

賄えていることとなり、逆にマイナスになると、現在の県民が県税などによって負担する以上に行政サービスを

受けていることになり、将来世代に負担を先送りしている状態と言えます。 

             ※プライマリーバランス：県債を除いた歳入決算額と県債に係る元利償還金を除いた歳出決算額の差 
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 （2） 歳入決算額 

 

○県税 

平成 26 年度の我が国の経済は、「大胆な

金融政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資

を喚起する成長戦略」の「三本の矢」の一体

的推進により、緩やかな回復基調が続いてい

るものの、個人消費等に弱さがみられ、実質

国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率はマイナス

となりました。 

本県では、昨年に引き続く株価の上昇や企

業の配当の増加などにより個人県民税が

527 億 7,321 万 3 千円と前年度に比べ 4

億 2,621 万 6 千円、0.8％の増となるとと

もに、円安が持続している中で輸出関連企業

を中心に企業収益が増加したことなどにより、

法人二税は 55 億 188 万 6 千円、16.0％

の大幅増となりました。 

こうしたことから、県税全体では、前年度

決算額に比べて、53 億 6,087 万 8 千円、

3.9％増の1,445億4,812万9千円となり

ました。 
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○地方譲与税 
地方法人特別譲与税が増加したことなどから、

前年度に比べ41 億3,157 万6 千円、18.0％

増の270 億7,082 万2 千円となりました。 
 
 

○地方交付税 
普通交付税において、臨時財政対策債への振

替額の減少に伴い交付額が増加したことなどに

より、地方交付税額は、前年度に比べ 31 億

2,419 万8 千円、2.8%増の1,165 億6,690

万4 千円となりました。 
 
 

○国庫支出金 
地域の元気臨時交付金や地域自主戦略交付金

などの減少により、前年度に比べ33 億6,035

万円、5.3％減の595 億5,463 万5 千円とな

りました。 
 
 

○県債 
地方交付税の一部を振り替えて発行している

臨時財政対策債が、前年度に比べ48 億6,170

万円、9.7％減少したことに加え、臨時財政対

策債以外の県債も国の経済対策に伴う事業が完

了したことなどにより、2 億 2,520 万円、

0.7％の減となったことから、全体では 50 億

8,690 万円、6.1％減の 789 億 430 万円と

なりました。 
 
 
○一般財源比率と自主財源比率 

県税および地方譲与税等が前年度に比べ増加

したことにより、歳入に占める一般財源の割合

（一般財源比率）は、前年度から0.1 ポイント

上昇し、72.6％となりました。 

また、県税や地方消費税清算金等の自主財源が増加したことに加え、国庫支出金や県債等の依存財源が減

少したことから、歳入に占める自主財源の割合（自主財源比率）は、0.3 ポイント上昇し、45.1％となりま

した。 
 

付表 第1 表 平成26 年度一般会計歳入決算状況 → 61 ページ 

    第2 表 自主財源と依存財源の構成状況（一般会計） → 61 ページ 
 
 

 

 付表 第1 表 平成23 年度一般会計歳入決算状況 → 59 ページ 

    第2 表 自主財源と依存財源の構成状況（一般会計） → 59 ページ 

 

 

 

地方交付税と臨時財政対策債の仕組み 
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地方交付税総額が不足する場合、平成12 年度までは、国の交付税特別会計で借り入れて交付
されていましたが、平成13 年度からは、地方債（臨時財政対策債）に振り替えられ、それぞ
れの団体で借金をする形となりました。ただし、その元利償還金相当額は、後年度に地方交付
税で100％措置されます。 
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県の歳入で大きな割合を占める県税を県民１人当たりに換算すると、平成26 年度決算額で102,046 円とな

ります。個人県民税が株価の上昇や企業の配当の増加などにより増収となるとともに、企業収益が増加したこと

などにより法人二税も増収となったため、前年度を上回る水準となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、県民所得に対する県税負担率は、平成19 年度および平成20 年度は県税決算額が大きかったため４％

台となっていましたが、経済情勢の悪化等に伴う県税収入の減により、平成21 年度に大きく低下しました。そ

れ以降概ね３％程度の水準で推移していましたが、平成25 年度以降は県税決算額の増加に伴い上昇傾向にあり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

付表 第３表 平成25 年度～平成27 年度県税収入状況 → 62 ページ 

第４表 県民負担と県財政規模および県民所得 → 63 ページ 

県 民 負 担 の 状 況 
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県民所得に対する県税負担率の推移

(注)  県民所得に対する県税負担率は、県税決算額（平成27年度は9月補正後予算額）を、県民所得

（平成24年度までは平成24年度滋賀県民経済計算によるもので、平成25年度および平成26年度は

回帰分析による見込値、平成27年度は平成26年度と同額）で除したものです。
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 （３） 歳出決算額 

 「滋賀県行財政改革方針」に基づく収支改善に向けた取り組みを着実に進める一方、平成25 年の台風18 号

による被害への対応などに取り組んだことから、歳出規模は、２年連続で前年度を上回りました。 

 
 

■目的別に見ると、農地中間管理事業推進基金への積立金や社会保障関係費の増などにより、前年度に比べて農

政水産業費で 7.4％、健康福祉費で 6.0％それぞれ増加しています。一方、総務費で 17.7%、土木交通費で

11.4%、商工観光労働費で 9.4％それぞれ減少しています。 

■決算額の構成比は、教育費が全体の25.4％（前年度24.8％）を占め、以下、健康福祉費17.4％（同16.4％）、

公債費15.9％（同15.7％）、土木交通費9.1％（同10.3％）と続いています。 
 

 

○総合政策費 

公共用地先行取得事業資金貸付事業費や文化

振興基金への積立金の減少などにより、15 億

3,894 万8 千円、7.3％の減となりました。 
 

○総務費 

地域の元気基金や財政調整基金への積立金の

減少などにより、49 億 4,397 万 3 千円、

17.7％の減となりました。 
 

○健康福祉費 

介護保険給付費県費負担金などの社会保障関

係費のほか、子育て支援対策臨時特例基金や地

域医療介護総合確保基金への積立金の増加など

により、50 億 283 万 5 千円、6.0％の増と

なりました。 
 

○商工観光労働費 

緊急雇用創出事業等臨時特例基金への積立金

や緊急雇用創出特別推進事業補助金の減少など

により、21 億7,342 万9 千円、9.4％の減と

なりました。 
 

○農政水産業費 

農地中間管理事業推進基金への積立金の増加

などにより、11 億1,247 万5 千円、7.4％の

増となりました。 
 

○土木交通費 

道路事業で国の経済対策に伴う事業が平成

25 年度で完了するなど、公共事業費が減少し

たことなどにより、59 億 9,601 万 1 千円、

11.4％の減となりました。 

 

付表 第5 表 平成26 年度一般会計歳出決算状況 → 63 ページ  

目的別決算額 

1,264 1,265 1,259 1,263 1,297 

845 894 851 837 887 

753 782 764 797 
812 

549 446 
381 

526 466 

282 275 
281 

282 302 

282 288 
282 

286 283 

397 
265 

260 
280 230 

283 
292 

288 
231 209 

198 
187 

174 
190 189 

179 
142 

130 
150 161 

194 
191 

178 

251 275 

5,226
5,027 

4,848 

5,093 5,111

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

平22 平23 平24 平25 平26

（億円）

（年度）

一般会計目的別決算額の推移

土木交通費

公債費

健康福祉費

総務費

諸支出金

警察費

その他

教育費

(注) 本グラフは、各年度の款別決算額により作成しています。

琵琶湖環境費

農政水産業費

商工観光労働費

議会費(0.2%)

総務費

(4.5%)

琵琶湖環境費

(3.7%)

健康福祉費

(17.4%)

商工観光労働費

(4.1%)

農政水産業費

(3.1%)

土木交通費

(9.1%)警察費

(5.5%)

教育費

(25.4%)

災害復旧費

(1.4%)
公債費

(15.9%)

総合政策費(3.8%)

諸支出金

(5.9%)

歳出決算額の目的別（款別）構成図

総 額

511,111,042千円
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■義務的経費については、給与カットの終了に伴う職員給与費の増により人件費が、また、臨時財政対策債の償

還増等により公債費が増加したことから、前年度に比ベ2.5%の増となり、構成比は前年度に比べ1.1 ポイン

ト上昇して50.0％となり、財政が硬直化した状況が続いています。 

■投資的経費については、国の経済対策に伴う事業が完了したものの、平成25 年の台風18 号による被害への

対応のための災害復旧事業費が増加したことなどにより、前年度に比べ0.9％の増となりました。 

■その他の経費については、補助費等などが増となったものの、積立金や貸付金などが減少したことにより、前

年度に比べ2.7％の減となりました。 
 

 

○普通建設事業費 

  国の経済対策に伴う事業が平成25年度で完了したことなどにより、前年度に比べ32億907万1千円、

4.4％の減となりました。 

① 補 助 事 業 費： 河川事業費などが増加したものの、道路事業費で国の経済対策に伴う事業が平

成 25 年度で完了したことなどにより、前年度に比べ 36 億 9,934 万 7 千円、

7.8％の減となりました。 

② 単 独 事 業 費： 道路・河川・砂防事業費や危機管理センター整備事業費の増加などにより、前

年度に比べ13 億1,214 万4 千円、6.1％の増となりました。 

③ 国直轄事業負担金： 国営土地改良事業負担金の増加などにより、前年度に比べ9,752 万2 千円、

3.3％の増となりました。 
 

○災害復旧事業費 

  平成25 年の台風18 号による被害への対応のため、38 億5,846 万2 千円、129.3％の増となりまし

た。 
 
○人件費 

   給与カットの終了に伴い、職員給与費が増加

したことなどから、42 億6,054 万円の増とな

りました。 
 
○補助費等 

   地方消費税市町交付金や生活福祉資金貸付金

補助金の増加などにより、49 億 5,677 万 6

千円、4.3％の増となりました。 
 
○積立金 

   子育て支援対策臨時特例基金や公共建築物等

長寿命化等推進基金等への積立が増加したもの

の、地域の元気基金や財政調整基金等への積立

が減少したことにより、87 億 6,828 万円、

44.7％の減となりました。 
 

 

 

付表 第6 表 平成26 年度一般会計性質別歳出決算状況 → 64 ページ 

人件費

(32.6%)

扶助費

(1.5%)

公債費

(15.9%)

普通建設

事業費

(13.7%)

災害復旧事業費

(1.4%)

補助費等

(23.3%)

貸付金

(4.6%)

積立金

(2.1%)

物件費

(3.6%)
繰出金

(0.6%)

その他

(0.7%)

義務的

経費

(50.0%)

投資的経費

(15.1%)

その他

(34.9%)

歳出決算額の性質別構成図

総 額

511,111,042千円

性質別決算額 



【決算ベース】

 引上げ分の地方消費税収 百万円

　※社会保障財源化分の市町への交付金を除いています。

 社会保障施策に要する経費 百万円

（単位：千円）

○上記①のうち、社会保障施策の充実に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

＜主な施策の内容＞

・子ども・子育て支援新制度への移行に関連する経費 千円

・地域医療介護総合確保事業に要する経費 千円

・難病・小児慢性特定疾患にかかる助成制度に要する経費 千円

○上記①のうち、社会保障施策の充実以外の使途に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

・社会保障の安定化分として、既存の社会保障施策に要する経費 千円

　（介護保険給付費負担金、障害者自立支援給付費等負担金など）

・消費税および地方消費税の税率の引上げに伴う社会保障経費の増（公経済負担分） 千円

－　9　－

歳 出

歳 入

1,627,065

9,715,028

12,251,523

49,397,255

経　費

614,734

2,436,575

一　般　財　源
引上げ分の

地方消費税①
その他

1,306

346,713

3,241

748,279 13,927,094

6,352,116

216,953

6,670,831

引上げ分の地方消費税収が充当される社会保障関係施策に要する経費

475,643

34,516,755

139,060

591,398

1,154,097

財　源　内　訳

特定財源
（国庫補助金等）

12,550,204

(内訳）

0

445,390

619,645

510,083

195,300

368,179

1,073,562

社会

保険 10,399,366

1,047,170

984,940

102,800

973,791

50,247

2,172,508

140,398

0

31

5,712,243

7,795

645,981

2,079

83,280

0

13

174,255

0

合 計 57,546,073

2,920,090

保健

衛生

医 療 に 係 る 施 策 事 業 1,621,148

感染症その他の疾病予防対策 1,975,830

そ の 他 143,670

小 計 3,740,648

7,727,902

低 所 得 者 支 援 事 業 50,247

そ の 他 1,319

小 計 17,595,463

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業 12,446,823

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 13,363,773

小 計 36,209,962

分野 事　業　区　分

社会

福祉

生 活 保 護 事 業 945,906

児 童 福 祉 事 業 8,152,194

母 子 福 祉 事 業 321,832

障 害 者 福 祉 事 業

高 齢 者 福 祉 事 業 396,063 47,757 9,131 339,175

98,335

851,830

809,510

473,253

336,259

57,546

2,437

445,193

473,196

116,098

953,406

社会保障と税の一体改革により、地方消費税の税率引上げによる増収分は、全て社会保障の充
実・安定化に活用することとしています。
平成26年度決算における状況は次のとおりです。

地方消費税の税率引上げによる増収分の活用状況
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 特別会計全体の歳入決算額は1,938 億8,159 万２千円、歳出決算額は1,903 億6,683 万５千円で、歳

入歳出差引額は35 億1,475 万７千円となりました。 

 なお、主な会計別の決算の概要は、次のとおりです。 

 

会    計 決   算   概   要 

市町振興資金貸付事業 

 

市町の振興を図るため、市町の行う公共施設等の整備事業に対して

1,120 万円を貸し付け、７億 4,984 万４千円の償還を受けました。 

母子および寡婦福祉資金貸付事業 

 

 

ひとり親家庭の父母および寡婦等の経済的自立の促進と生活意欲の

向上を図るとともに、その扶養している子の福祉を増進するための資

金として、264 件、１億 3,834 万１千円を貸し付けました。 

中小企業支援資金貸付事業 

 

中小企業者の育成強化や経営基盤強化を図るための高度化資金貸付

金等について、総額３億 1,672 万７千円の償還を受けました。 

就農支援資金貸付事業等 

 

新規就農者の育成を図るための資金として、４件、2,188 万６千円

を貸し付けました。 

林業・木材産業改善資金貸付事業 

 

木材産業の振興を図るための木材産業等高度化推進資金貸付金の原

資として１億 1,000 万円を貸し付けました。 

琵琶湖総合開発資金管理事業 

 

琵琶湖総合開発事業の円滑な推進を図るため下流府県から借り入れ

た下流融資金について、元利金３億 337 万円を償還しました。 

公債管理 

 

 

県債発行額および公債費の実質償還額の明確化を図り、公債費を一元

管理するための特別会計として、1,126 億 4,594 万９千円の元利

償還等を行いました。 

流域下水道事業 

 

 

 

琵琶湖をはじめとする公共用水域の水質保全と快適な居住環境を整

備するため進めている琵琶湖流域下水道の建設事業費として 70 億

4,935 万２千円を支出するとともに、汚水を処理している各処理区

において、高度処理を実施するなど維持管理を行いました。 

公営競技事業 

 

 

収益事業として経営している競艇事業の経費に 543 億 7,465 万９

千円を支出しました。そのうち、県民の福祉や教育の充実につながる

諸事業の財源として、１億円を一般会計に繰り出しました。 

 

付表 第７表 平成26 年度特別会計歳入歳出決算状況 → 65 ページ 

特別会計決算の概要 
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 ○決算収支の状況 

   平成26年度の普通会計決算額は、歳入が前年度に比べて28億2,560万7千円減の5,068億3,062

万円、歳出が15 億1,495 万3 千円減の5,006 億6,123 万5 千円となりました。 

実質収支は、前年度に比べて 6,549 万9 千円減の10 億9,993 万3 千円のプラスとなり、実質単年

度収支は、8 億428 万2 千円のプラスとなりました。 
 

●平成 26 年度普通会計決算                         （単位：千円・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

付表 第8 表 平成26 年度普通会計歳入決算状況 → 65 ページ 

   第9 表 平成26 年度普通会計目的別歳出決算状況 → 66 ページ 

   第10 表 平成26 年度普通会計性質別歳出決算状況 → 66 ページ 

      区      分  
平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 

決 算 額 対前年度比率 決 算 額 対前年度比率 

歳   入   総   額 A 506,830,620 99.4 509,656,227 105.8 

歳   出   総   額 B 500,661,235 99.7 502,176,188 105.8 

歳 入 歳 出 差 引 額  (A－B) C 6,169,385 82.5 7,480,039 111.7 

翌年度へ繰越すべき財源 D 5,069,452 80.3 6,314,607 115.9 

実 質 収 支 額 (C－D) E 1,099,933 94.4 1,165,432 93.3 

単年度収支額(E－前年度のE) F △          65,499  △   83,881  

財 政 調 整 基 金 積 立 額 G 869,781 24.3 3,579,725 76.2 

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 H     － －     － － 

地 方 債 繰 上 償 還 額 Ｉ － － －    皆減 

実質単年度収支額(F＋G－H＋Ｉ) 804,282  3,495,844   

 

 普通会計は、一般会計と公営事業会計（公営企業会計および収益事業会計）以外の特別会計を合

わせたもので、その決算額は、各会計間における繰り出しや繰り入れなどの重複額を調整した純計

額で示しています。これは、地方公共団体ごとに設置している会計の種類やその範囲などが異なっ

ていることから、財政比較や統一的な把握を目的として、統計上設けられた会計区分です。 

 本県の普通会計は、一般会計と 13 の特別会計のうち公営企業会計として整理する流域下水道事

業と収益事業会計である公営競技事業を除く会計を合わせて、重複の調整を行い、純計額で表した

ものとなります。なお、普通会計決算額が一般会計決算額（２ページ参照）より小さくなっていま

すが、これは一般会計の歳入および歳出にそれぞれ計上されている「地方消費税清算金」の重複を

調整していることによるものです。 

 

  

説 明 

普通会計決算の概要 

一般会計決算 

（歳入） 

（歳出） 

地方消費税清算金(収入) 

地方消費税清算金(支出) 

普通会計決算では、地方消費
税清算金の収入と支出を相
殺。収入が支出を上回る場合、

差額を歳入（県税）に加算。 

普通会計決算 

（歳入）

（歳出）

地方消費税清算金
の収入が支出を上
回る部分 

特別会計決算 

（歳入）

（歳出）

普通会計決算では、一般会計と特別会計の間の繰り入れ、
繰り出しを相殺した上で、対象会計を合算。 

会計間の 
繰り入れ、
繰り出し 
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○経常収支比率 

人件費や公債費、扶助費などの毎年度経常的

に支出される経費に、県税や普通交付税など毎

年度経常的に収入される使途の特定されない一

般財源がどれだけ使われているかを示す指標で、

社会や経済の変動などに伴う臨時的な行政需要

にどれだけ柔軟に対応できるかを見ることがで

き、比率が低いほど財政構造の弾力性が高いこ

とを示しています。 

 

○実質公債費比率 

県税や普通交付税など使途が特定されていな

い財源のうち、公営企業会計における借入金の

返済に対する繰出金など公債費に準ずるものを

含めた実質的な公債費相当額に充当されたもの

の占める割合を示すもので、過去３カ年の平均

値で表します。この比率が16%未満の団体は、

民間資金を活用した地方債について国への届出

による発行が可能となり、18％以上の団体は、

地方債の発行に際して国の許可が必要となり、

25％以上の団体は地方債の発行が制限されま

す。 

また、「地方公共団体の財政の健全化に関する

法律」の施行により、平成20 年度決算からは、

25％以上の団体は「財政健全化計画」を、35％

以上の団体は「財政再生計画」を作成し、財政

の健全化を図ることとなりました。 

 

 

  

一般財源とは 

 県税や地方交付税のように、使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源です。 

 一方、国庫支出金のように、使途が決まっている財源を「特定財源」といいます。 

説 明 
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（％）

（年度）

経常収支比率の推移

全国平均

滋 賀 県

（注） 全国平均は、東京都を含む加重平均です。

    

≪平成26 年度普通会計決算による財政指標≫ 

滋賀県        全国平均 

経常収支比率             92.9％           93.0％ 

実質公債費比率         14.5％          13.1％ 

将来負担比率          198.7％       187.0％ 

財政力指数               0.529            0.473 
 

財政指標から見た滋賀県財政 

14.9 
14.7 

13.5 

12.8 
13.0 

13.5 

13.9 
13.7 

13.5 

13.1 

13.7 13.6 

12.9 

13.5 

14.7 

15.6 

16.1 

15.4 

15.0 

14.5 

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26

（％）

（年度）

実質公債費比率の推移

全国平均

滋 賀 県

（注） 全国平均は、東京都を含む加重平均です。
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○将来負担比率 

地方債の償還金や職員の退職手当、損失補償

を行っている出資法人等に係る負担見込額など、

将来の負担として見込まれる実質的な負債の残

高を指標化し、県税や普通交付税など使途が特

定されていない財源に対する比率として表した

もので、将来財政を圧迫する可能性の度合いを

示す指標ともいえます。 

なお、「地方公共団体の財政の健全化に関する

法律」の施行により、平成20 年度決算からは、

この比率が 400％以上の団体は「財政健全化

計画」を作成し、財政の健全化を図ることとな

りました。 

 
○財政力指数 

平均的な水準で行政を行う場合に必要と考え

られる経費に対して、その団体が標準的に収入

できると考えられる税収等がどれだけあるかを

示した指標で、過去３カ年の平均値で表します。 
 

 

 

（参考） 

経常収支比率 ＝ 
経常経費充当一般財源の額 

×100（%） 
経常一般財源＋臨時財政対策債＋減収補塡債特例分 

   
   

実質公債費比率 ＝ （ 
（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

の３カ年分合計 ）×１／３×100（%） 
Ｅ－Ｄ 

     Ａ ＝  元利償還金（次の①～⑤を除く。①公営企業債の元利償還金、②繰上償還を行ったもの、③借換債を財源として償還を行っ 
たもの、④満期一括償還方式の場合の元金償還金、⑤利子支払金のうち減債基金の運用利子等を財源とするもの。） 

Ｂ ＝ 元利償還金に準ずるもの（準元利償還金） 

※ 「準元利償還金」とは、①満期一括償還方式の場合の１年当たりの元金償還金相当額、②公営企業債の元利償還金に対す 
る一般会計等からの繰出金、③一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金・補助金、④債務負担行為 
に基づく支出のうち公債費に準ずるものをいう。 

Ｃ ＝ ＡまたはＢに充てられた特定財源 
 Ｄ ＝ 元利償還金および準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 
 Ｅ ＝ 標準財政規模 

 

将来負担比率 ＝ （ 

将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額＋地方債現在高等 

に係る基準財政需要額算入見込額） ）×100（%） 
標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 
・将来負担額 ：ａからｈまでの合計額 

ａ ＝  一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 
ｂ ＝  債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの） 

ｃ ＝  一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 
ｄ ＝  当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 
ｅ ＝  退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

ｆ  ＝ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人 
等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

ｇ  ＝ 連結実質赤字額 

ｈ ＝  組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 
・充当可能基金額 ：ａからｈまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241 条の基金 

 

財政力指数 ＝  
基準財政収入額 

の過去３カ年の平均値 
基準財政需要額 

 

222.3 219.3 
229.2 

220.8 217.5 
210.5 

200.7 

187.0 

250.8 
257.6 261.3 

239.5 
229.4 

215.5 
206.1 198.7 

150.0

200.0

250.0

300.0

平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26

（％）

（年度）

将来負担比率の推移

全国平均

滋 賀 県

（注） 全国平均は、東京都を含む加重平均です。
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